
(単位：円)

総　　額

(１)人件費 101,315

(２)退職手当引当金繰入等 2,487

(３)賞与引当金繰入額 6,604

小　　計 110,406

(１)物件費 12,905

(２)維持補修費 1,968

(３)減価償却費 50,590

小　　計 65,463

(１)社会保障給付 6,106

(２)補助金等 71,388

(３)他会計等への支出額 4,900

(４)他団体への公共資産整備
 　補助金等

10,027

小　　計 92,421

(１)支払利息 9,575

(２)回収不能見込計上額 195

(３)その他行政コスト 614

小　　計 10,384

278,674

1 使用料・手数料 3,918

2 分担金・負担金・寄附金 1,066

4,984

1.8%

純資産合計

726,149

△ 273,689

113,578

82,012

24,443

42,043

△ 9,492

475

10

△ 531

704,998

(単位：万円)

3　県民１人当たりの財務書類４表（普通会計）

4

経常行政コスト

【経常収益】

経常収益　合計

経常収益／経常行政コスト

平成26年度末純資産残高

【経常行政コスト】

1

2

3

資産評価替えによる変動額

273,690

無償受贈資産受入

　(経常行政コスト－経常収益)

(差引)純経常行政コスト

その他

(単位：円)

平成25年度末純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

　地方税

　地方交付税

　その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

県民１人当たりの純資産

約2.1万円 減少

資金収支計算書

行政コスト計算書

滋賀県の人口 1,421,342人

（平成27年1月1日）

純資産変動計算書

貸借対照表

負債は、対前年度同額となっていますが、このうち、臨時財政対策

債は3万円増加していることから、臨時財政対策債を除いた負債は、

3万円減少しています。

臨時財政対策債は、本来、地方交付税として交付されるべきものが

地方債に振り替えられたもので、その元利償還金相当額は、後年度に

全額地方交付税で措置されます。

説 明

6.2万円 6.3万円

0.1万円

収支不足収支剰余

歳計現金

3.8万円
2.2万円

歳入

29.1万円

歳出

22.9万円

4.8万円
7.5万円

経常的収支 公共資産

整備収支

投資・財務

的収支

最終的な不足額

資産 159 負債 89 (60)

公共資産 147 固定負債 82

投資等 9 流動負債 7

流動資産 3 純資産 70
 ※(   )は臨時財政対策債を除いた額

（参考）平成26年３月31日現在

資産 162 負債 89 (63)

公共資産 149 固定負債 82

投資等 10 流動負債 7

流動資産 3 純資産 73

対前年度増減額

資産 ▲ 3 負債 0 (▲ 3)

公共資産 ▲ 2 固定負債 0

投資等 ▲ 1 流動負債 0

流動資産 0 純資産 ▲ 3


